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株式会社パルシステム電力

資 産 合 計 3,412,111 2,622,732 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,412,111 2,622,732

繰 越 利 益 剰 余 金 1,157,842 △ 24,079

純 資 産 合 計 2,428,826 1,246,904

繰 延 税 金 資 産 32,353 13,974 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,157,842 △ 24,079

差 入 保 証 金 140,395 63,246 利 益 準 備 金 5,000 5,000

子 会 社 等 株 式 320,107 320,107 利 益 剰 余 金 1,162,842 △ 19,079

投 資 そ の 他 の 資 産 492,856 397,329 そ の 他 資 本 剰 余 金 632,992 632,992

ソ フ ト ウ ェ ア 2,403 3,230 資 本 準 備 金 622,992 622,992

無 形 固 定 資 産 2,403 3,230 資 本 剰 余 金 1,255,984 1,255,984

建 設 仮 勘 定 11,000 － 資 本 金 10,000 10,000

工 具 器 具 備 品 889 1,682 株 主 資 本 2,428,826 1,246,904

負 債 合 計 983,284 1,375,828

車 両 運 搬 具 1,706 3,293 （ 純 資 産 の 部 ）

建 物 附 属 設 備 3,784 4,437

機 械 装 置 57,058 30,012

有 形 固 定 資 産 74,438 39,425 役員退 職慰 労引 当金 3,319 1,614

固 定 資 産 569,698 439,984 退 職 給 付 引 当 金 57,996 59,643

貸 倒 引 当 金 △ 2,358 △ 1,171 長 期 借 入 金 － 325,929

賞 与 引 当 金 20,760 24,249

立 替 金 102 103 固 定 負 債 61,315 387,187

未 収 還 付 法 人 税 等 0 16,336

未 収 入 金 120,363 178,281 預 り 金 3,670 1,259

前 払 費 用 2,392 2,632 前 受 金 439 439

貯 蔵 品 3,026 -            未 払 費 用 3,376 4,473

原 材 料 50 66 未 払 消 費 税 等 25,068 64,177

製 品 1,670 867 未 払 法 人 税 等 52,198 14,506

商 品 2,547 964 未 払 事 業 所 税 1,037 1,031

売 掛 金 1,448,500 1,676,523 未 払 金 150,839 248,429

921,969 988,641

現 金 及 び 預 金 1,266,117 308,142 買 掛 金 664,578 630,073

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 2,842,413 2,182,748 流 動 負 債

貸 借 対 照 表
（2024年3月31日現在）

 （単位：千円）

科　　　　目  金     額
 (ご参考)
前期金額

科　　　　目  金     額
 (ご参考)
前期金額



 

 

 

 

 

株式会社パルシステム電力

（ 自 2023年 4月 1日 　至 2024年 3月31日 ）

（単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　額
（ご参考）
前期金額

損 益 計 算 書

商 品 ･ 製 品 売 上 高 1,489,873 1,086,125

手 数 料 収 入 278,786 237,439

売 上 高 9,216,812 11,134,033

電 気 売 上 高 7,448,152 9,810,468

商 品 仕 入 高 687,447

7,225,311 10,551,306

商 品 ･ 製 品 期 首 棚 卸 高 1,831 5,745

売 上 原 価

604,880

製 品 製 造 原 価 170,287 194,195

合 計 7,229,535 10,553,149

電 気 仕 入 高 6,369,969 9,748,327

商 品 ･ 製 品 期 末 棚 卸 高 4,218 1,831

売 上 総 利 益 1,991,500 582,726

製 品 他 勘 定 振 替 6 10

640,668 670,908

人 件 費 277,521 287,611

物 件 費 363,147 383,296

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息 5 4

1,350,832 △ 88,181

営 業 外 収 益 497 81,265

営 業 利 益 ( △ は 損 失 )

受 取 配 当 金 － 80,000

雑 収 入 491

4,535

雑 損 失 126,766 147,984

1,261

営 業 外 費 用 126,975 152,520

支 払 利 息 209

1,224,354 △ 159,436経 常 利 益 ( △ は 損 失 )

固 定 資 産 除 却 損 0 0

特 別 損 失 0 0

税引前当期純利益 (△は損失) 1,224,354 △ 159,436

当 期 純 利 益 ( △ は 損 失 ) 1,181,922 △ 176,483

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 60,810 20,894

法 人 税 等 調 整 額 △ 18,378 △ 3,846



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社パルシステム電力 (単位：千円)

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

10,000 622,992 632,992 1,255,984 5,000 - △ 24,079 △ 19,079 1,246,904 1,246,904

剰余金の配当

別 途 積 立 金 - - - - - - - - 

当 期 純 利 益 - - - - - - 1,181,922 1,181,922 1,181,922 1,181,922

- - - - - - 1,181,922 1,181,922 1,181,922 1,181,922

10,000 622,992 632,992 1,255,984 5,000 - 1,157,842 1,162,842 2,428,826 2,428,826

(ご参考）前期金額 (単位：千円)

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

492,900 472,900 - 472,900 5,000 1,055,000 △ 902,596 157,403 1,123,203 1,123,203

新 株 の 発 行 150,092 150,092 - 150,092 - - - - 300,184 300,184

減 資 △ 632,992 - 632,992 632,992 - - - - - - 

別 途 積 立 金 - - - - - △ 1,055,000 1,055,000 - - - 

当 期 純 損 失 - - - - - - △ 176,483 △ 176,483 △ 176,483 △ 176,483

△ 482,900 150,092 632,992 783,084 - △ 1,055,000 878,516 △ 176,483 123,700 123,700

10,000 622,992 632,992 1,255,984 5,000 - △ 24,079 △ 19,079 1,246,904 1,246,904

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当 期 末 変 動 額
合 計

当 期 末 残 高

そ の 他 利 益 剰 余 金 利　益
剰余金
合　計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

株　主　資　本

純資産合計資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金

株主資本
合　　計資　本

準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利　益
準備金

当 期 変 動 額

当 期 末 変 動 額
合 計

当 期 末 残 高

項目

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利　益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利　益
剰余金
合　計

当 期 首 残 高

（ 自 2023年 4月 1日 　至 2024年 3月31日 ）

項目

株　主　資　本

純資産合計資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金

株主資本
合　　計資　本

準備金



 

 

 

移動平均法による原価法によっています。

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。

総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。

定率法によっています。ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備については、

定額法を採用しています。

による定額法を採用しています。

債権の貸倒損失に備えるため、債権を3つに分け、それぞれ以下の基準により計上しています。

ⅰ）一般債権・・・・・・・・過去の貸倒実績率

ⅱ）貸倒懸念債権・・・・・・個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しています。

ⅲ）破産更生債権等・・・・・個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しています。

社員及び定時社員に対する支払いに備えるため、翌期における支給見込額のうち、当期負担額を

計上しています。

社員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務として当期末自己都合要支給額

の全額を計上しています。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備えるため内規に基づく当期末要支給額の全額を計上しています。

商品の販売に係る収益は、主に卸売又は小売電気事業による収益であり、顧客との契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を

負っています。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、

引渡時点で収益を認識しています。

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　 繰延税金資産 32,353千円

個　別　注　記　表

有 形 固 定 資 産

1　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(2) 固定資産の減価償却の方法

　② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原 材 料

　① 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 資産の評価基準及び評価方法

子 会 社 等 株 式

製 品

商 品

(4) 収益及び費用の計上基準

貸 倒 引 当 金

2　会計上の見積りに関する注記

(3) 引当金の計上基準

無 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

定額法によっています。なお、自社利用のソフトウェアは、見込利用可能期間（5年）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3　貸借対照表に関する注記

千円

千円

千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

千円

千円

千円

千円

千円

千円 （パルシステム生活協同組合連合会からの借入に対する保証）

千円

4　損益計算書に関する注記

(1) 関係法人との取引高

千円

千円

千円

千円

計 千円

5　株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び数

普通株式

Ａ種類株式

計 133,999

(1) 関係法人に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりです。

短期金銭 債権 102,636

短期金銭 債務 31,362

㈱ パ ル シ ス テム 発電 21,000

建 物 附 属 設 備 8,591

機 械 装 置 184,752

車 両 運 搬 具 31,908

工 具 器 具 備 品 18,439

計 243,691

(3) 債務保証等

計 21,000

売 上 高 943,243

受 取 手 数 料 206,284

営 業 費 用 178,879

(2) 特別損益

固 定 資 産 除 却 損

3,916 株

0

0

125 株



 

6　税効果会計に関する注記

① 繰延税金資産

賞与引当金 千円

未払社会保険料 千円

未払事業税 千円

未払事業所税 千円

退職給付引当金 千円

役員退職慰労引当金 千円

繰越欠損金 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

法定実効税率 ％

(調整）

％

％

％

その他 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

7　金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に関する取組方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しています。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、パルシステム生活協同組合連合会、その他の取引先に対するものであり、未収入金は、大部分が

親法人であるパルシステム生活協同組合連合会やグループ内組織に対するものであり、取引先のリスクに晒されています。

当該リスクに関しては取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制

としています。

営業債務である買掛金及び未払金は40日以内での支払期日となっています。これら買掛金・未払金や借入金は、流動性リスクに

晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含まれています。

2024年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について、

現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しています。

なお、市場価格のない株式等につき、子会社等株式320,107千円を計上しています。

（注１）子会社等株式は、将来のキャッシュ・フローを見積もることが困難なため、時価の開示の対象としていません。

△ 9.165

3.47

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

(2) 金融商品の時価等に関する事項

欠損金組戻し還付 △ 1.334

評価性引当額 △ 20.925

34.59

住民税均等割 0.300

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の重要な差異の原因となった主要な項目別の内訳

1,148

6,715

347

53,765

△ 21,412

32,353

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

7,180

1,167

16,785

358

20,060



 

 

 

 

 

 

 

8　退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

    当社では、社員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しています。

    退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。

    当社が有する退職一時金制度は、簡便法（期末自己都合退職要支給額を採用）により退職給付引当金及び退職給付費用を

    計算しています。

(2) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　期首における退職給付引当金 千円

    　退職給付費用 千円

    　退職給付の支払額 千円

　　期末における退職給付引当金 千円

(3) 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

　　非積立型制度の退職給付債務 千円

　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 千円

　　退職給付引当金 千円

　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 千円

(4) 退職給付に関する損益

　　簡便法で計算した退職給付費用 千円

　　（注）複数事業主制度への退職給付費用等を含めた退職給付費用は12,199,076円です。

(5) 企業年金基金制度について

　　この他に、社員については日生協企業年金基金に加入していますが、複数の事業主により設立された企業年金である総合設立型

   基金のため退職給付債務等は計上していません。

  　日生協企業年金基金制度部分については、キャッシュ・バランス・プランを導入しています。

    なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

① 制度全体の積立状況に関する事項

年金時価資産額 千円（2024年3月末現在）

年金財政計算上の数理債務の額 千円（2023年3月末現在：直近のデータ）

差引額 千円

② 制度全体に占める当社の掛金割合（2024年3月)･･･0.07％

掛金総額 千円

当社の掛金額（標準掛金） 千円

③ 補足説明

数理債務の額は2023年3月末日時点、年金時価資産額は2024年3月末日時点で表示しているため、1年のずれがあります。

この差引額は12,660百万円となっていますが、数理債務の額は1年分が追加されるため、差引額は減少します。

2023年3月末時点の繰越剰余金は、10,034百万円で過去勤務債務残高はありません。

124

7,776

47,706,870

35,046,656

12,660,214

190,047

57,996

57,996

57,996

57,996

57,996

59,643

7,776

9,423



 

 

 

9　関連当事者との取引に関する注記

(1) 親法人

(2) 子法人

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しています。

（注2）取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

10　1株当たり情報に関する注記

普通株式 1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

11　収益認識に関する注記

個別注記表１ 「重要な会計方針に係る事項に関する注記（4）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しています。


12　重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

594,695 円 34 銭

301,818 円 86 銭

電気仕入 56,938

債務保証 21,000

科目 期末残高

子
法
人

株式会社
パルシステム

発電
所有直接100.0％

業務受託
電気仕入
役員の兼任

業務受託料 7,200

買掛金 6,396

(単位：千円)

種類 法人等の名称
議決権等の所有(被

所有)割合
関連当事者
との関係

取引の内容
（注1）

取引金額
（注2）

16,146

システム使用料等
の営業費用

121,941 未払金 23,698

期末残高

親
法
人

パルシステム
生活協同組合

連合会
被所有直接55.1％

リサイクル関連
業務の受託

電気供給及び
物流資材販売等

1,142,327
売掛金 85,829

未収入金

(単位：千円)

種類 法人等の名称
議決権等の所有(被

所有)割合
関連当事者
との関係

取引の内容
（注1）

取引金額
（注2）

科目


